









































（mariage）」「民事連帯契約（pacte civile de solidarité）」（以下，通称の「パックス」と記載）「自




















法（1999 年 11 月 15 日法）の制定時には，同性カップルに開かれた初めての制度であったので，
同性パートナーシップのための制度として見られていた面もあったが，実際にパックス協定を結ん




（2）　2016 年の人口 1000 人当たりの婚姻率は 3.5，離婚率は 1.9 である（INSEE 2019：29）。
（3）　家族調停（médiation familiale）とは，離婚に伴う家族間の利害調停を行うもので，自発的に民間で行われてい






























われる（Haut Conseil de la Famille ＝ HCF 2010：54）。
　国立統計経済研究所の報告書『カップルと家族』（INSEE 2015）によれば，2011 年時点で，カッ










のいる家族の中でひとり親家族が占める割合は，1970 年代には 8％程度であったが，1990 年に
12％，1999 年に 16％，2011 年に 20％，そして 2015 年には 22.8％（180 万世帯）となった（INSEE 
2015, 2019）。ひとり親になった理由は，「死別」から「カップル関係の解消」へと大きく変化した。
ひとり親の婚姻上の地位を見ると，1962 年には，寡婦（夫）が 55％と多数で，別居 21％，離婚
15％，未婚の母 9％であった（井上 2012：151）が，2011 年には，寡婦（夫）は 5％に縮小し，別
居 15％，離婚 33％，同棲の破綻 36％など，様々なカップル関係の破綻が多数となり，いわゆる未
婚の母も 11％に増えた（Acb, Lhommeau et Raynaud 2015： 10-11）。
　ひとり親の状況は，多様である。離婚して子どもを育てている親，若い未婚の母親，成長した子
どものいる寡婦（夫），そして様々な理由で別居しているカップルなど，ひとまとめに括れない面






ち合う（Acb, Lhommeau et Raynaud 2015：4-6）。
　ひとり親家族という形は，定義上，子どもの離家や親の再カップル化によって終了する。ひとり




















　まず，貧困率（2013 年）を見ると，世帯全体の貧困率が 12.8％（中央値の 60％，課税と再分配
後で計算）の中で，初婚の夫婦と未成人子から成る伝統的家族では 10.8％，子連れ再婚の再構成家
族では 16.4％であるが，ひとり親家族では 35.8％と非常に高くなる。
　次に，平均可処分所得（2011 年）を見ると，世帯全体の平均可処分所得が月額 1930 ユーロ（1
ユーロ =123.96 円，2020 年 10 月 7 日現在）である中で，伝統的家族は 1910 ユーロ，再構成家族
は 1660 ユーロであるが，ひとり親家族では 1240 ユーロに落ちる。ちなみに，最も生活水準が高い
















1 子 2 子 3 子 4 子以上 全体
伝統的家族 10.0 9.7 18.0 35.0 13.5
　共働き 2.4 4.1 6.3 11.9 4.5
　片働き 20.7 20.5 30.1 39.8 25.6
　共失業 61.8 61.9 72.6 75.9 67.6
再構成家族 9.2 13.0 16.3 37.0 17.6
　共働き 3.7 4.5 4.8 4.1 4.4
　片働き 17.7 20.7 26.7 49.1 29.0
　共失業 不明 不明 不明 不明 77.9
ひとり親家族 29.5 35.7 49.9 75.3 39.6
　就労 16.4 21.2 32.4 不明 22.4
　失業 69.7 75.7 77.1 87.6 76.6





就労率 失業率 雇用率 （内パート雇用）
伝統的家族 81 7 75 35
　3 歳未満 1 人 82 9 75 25
　3 歳以上 1 人 86 6 80 29
　3 歳未満を含む 2 人 70 9 64 50
　3 歳以上 2 人 89 6 84 35
　3 歳未満を含む 3 人以上 43 9 40 54
　3 歳以上を 3 人以上 76 11 68 46
再構成家族 81 10 73 30
　3 歳未満 1 人 不明 不明 不明 不明
　3 歳以上 1 人 87 9 79 28
　3 歳未満を含む 2 人 69 12 61 41
　3 歳以上 2 人 88 8 81 27
　3 歳未満を含む 3 人以上 54 13 47 44
　3 歳以上を 3 人以上 82 10 74 27
ひとり親家族 80 15 68 29
　3 歳未満 1 人 67 25 50 21
　3 歳以上 1 人 86 13 75 27
　3 歳未満を含む 2 人以上 43 33 29 43
　3 歳以上 2 人以上 81 16 68 32
全体 81 9 74 33
出典：INSEE 2015：129
表 3　ひとり親とふたり親の学歴と職業階層（2011 年）
ひとり親・父 ひとり親・母 カップル・父 カップル・母
学歴
　義務教育 14.3 19.9 13.9 13.5
　職業教育 37.9 33.2 36.3 26.5
　高校卒 17.4 19.0 17.7 20.1
　大学以上 30.4 27.9 32.1 39.9
全体 100 100 100 100
職業階層
　農業・自営 10.0 3.6 12.0 4.5
　管理職 18.1 10.0 19.8 13.6
　中間職 25.2 23.4 23.2 29.3
　雇用者 14.1 52.6 10.7 44.4
　労働者 32.6 10.4 34.3 8.2



















　家族支援手当（allocation de soutien familial）は，次項で説明する家族手当の一種で，ひとり親
家族の子どもに最低限の養育費を保障するための制度である。
　『家族手当金庫の給付案内 2020 年版』（CNAF 2020）によれば，所得要件はなく，20 歳未満の
子どもを，他方の親からの養育費援助なしに 1 人で育てている場合に月額 115.99 ユーロを，また











（6）　例えば，バカロレアプラス 3 年以上（大卒以上）の女性層は，1990 年にはひとり親でもカップルでも 6％しか
いなかったが，2012 年には，ひとり親で 13％に向上したのに対して，カップルでは 21％にも増加している。また，
バカロレア以上（高卒以上）の女性層について見ると，1990 年にひとり親では 20％，カップルでは 22％と僅差で










出産手当／養子手当 出産時／ 20 歳未満養子時，1 回，★，出産€ 947.32 ／養子€ 1894.65
基礎手当 誕生／養子受入から 3 年間，毎月，★，所得水準により€ 171.74 または€ 85.87
保育方法自由選択
補足手当（Cmg）




3 歳未満児／ 20 歳未満養子のため休職時毎月，全休€ 398.39，半休€ 257.54，20 ～
50%，休€ 148.57
子ども 1 人の場合，両親にそれぞれ 6 カ月，ひとり親に 12カ月
子ども 2 人以上の場合，3 歳まで両親にそれぞれ 24 カ月，ひとり親に 3歳までフ
ルに
新学期手当（Ars）
6 歳から 18 歳までの就学児に毎年 8 月末，★，6 ～ 10 歳€ 369.95，11 ～ 14 歳
€ 390.35，15 ～ 18 歳€ 403.88
親付き添い日々手当
（Ajpp）









第 2 子以降の誕生または養子受入から 20 歳まで毎月，所得に応じて一子€ 32.99，
または€ 65.97 または€ 131.95，離婚・離別後に交代で子どもを育てている場合，
手当を分割できる
家族補足手当（Cf）
3 歳から 20 歳までの子どもを 3 人以上育てている親に毎月，★，所得水準により
€ 171.74 または€ 257.63，基礎手当と併給不可
出典：GUIDE DES PRESTATIONS DE LA CAF 2020 より筆者作成
　第 1 に，基本的な子育ての費用を社会全体で負担するための制度として，まず，第 1 子から一定
の所得条件（7）の下で支給される「出産／養子特別手当（la prime à la naissance ou à l’adoption）」
「基礎手当（l’allocation de base）」「新学期手当（l’allocation de rentée scolaire）」がある。次に，
（7）　この所得制限について，ひとり親への配慮がある。所得上限を，稼ぎ手 1 人の場合（約 3 万ユーロ／年）では
なく，稼ぎ手 2 人の場合（約 4 万ユーロ／年）に設定している。
フランスのひとり親家族支援政策（舩橋惠子）
25
第 2 子から子ども数に応じてユニバーサルに支給される「家族手当（les allocations familiales）」
がある。これは長らく所得水準が問われなかったが，2015 年 7 月から所得水準に応じて額が変わっ
た。そして，3 歳から 20 歳までの子を 3 人以上育てている場合に，一定の所得水準下で支給され






費が支援される「保育方法自由選択補足手当（le complément de libre choix du mode de garde ＝
Cmg）」か，または育児を優先して育児休業を取得する場合に育児休業給付が支給される「就業自
由選択手当（la prestation partagée d’éducation de l’enfant ＝ PreParE）」のどちらかを選ぶことが
できる。育休給付については，ひとり親に対する期間の拡大という合理的配慮がなされている。
　第 3 に，子どもの病気や障碍に対する，所得制限のない手当がある。病児休暇の所得補償として
支給される「親付き添い日々手当（l’allocation journalière de présence parentale）」にも，障碍児









　①住宅個別援助（l’aide personalisée au logement ＝ Apl）。住居のレベルを維持向上させること
に努める家主と国との間で協約を結び，水準にふさわしい家賃の不足分を家族手当金庫が家主に払
う。②家族住宅手当（l’allocation de logement familiale ＝ Alf）。Apl を受けられない人で，子ども
または（退職し，あるいは障碍を持つ）老親などを扶養し，5 年以内に結婚して世帯を形成した者
が対象となる。③福祉住宅手当（l’allocation de logement sociale ＝ Als）。Apl も Alf も受けられ
ない場合に対象となる。
　そのほかに，④引越し手当（la prime de déménagement, Alf 受給者で 3 子以上の世帯に最大












らいがある。2020 年度の基準額は，表 5 のとおりであるが，ひとり親の場合，この基準額に，「ひ






1 人増毎 255.91 255.91





　2020 年は世界中で Covid-19 感染症の拡大による都市封鎖などが起こり，フランスでも様々な家
族支援策が講じられた。
　まず，子どもの休校のために親が仕事を休まなければならなかった場合に，休校期間中，給与の
7 割が補塡された。そのほかに，低所得世帯への支援がある。例えば RSA 受給者には，自動的に
毎月「臨時連帯援助金」が追加される。金額は，世帯当たり 150 ユーロに子ども 1 人当たり 100
ユーロ追加なので，子ども 2 人の家族では（ひとり親でもふたり親でも）350 ユーロとなる。RSA
は受けていないが住宅手当を受けている場合には，額は少なくなるが同様の給付がある。支援は，
平素の給付レベルに沿って自動的に行われた。














　フランスの所得税は，「N 分 N 乗方式」と呼ばれる世帯単位の課税方式であり，子ども数が多い
ほど有利になる。具体的には，世帯の合計所得を家族除数（おとな 1 人＝ 1，子どもは 2 人目まで





























労働があるので，35 時間を超えて働くこともあるが，年に 5 週間のバカンスも有効に使われるた





　フランスの家族政策のアクターは，政府だけでなく，「家族手当金庫（caisse des allocations 

















nationale des allocations familiales ＝ CNAF）の指揮下に，全国に 101 の地域家族手当金庫（CAF）
が配置されており，約 1300 万世帯，3200 万人の勤労者をカバーしている。農業者には，農業者共








庫との間で，契約が交わされる。2018 年度には，各地域 CAF を通じて総額 902 億ユーロの手当が
給付された。最も多いのが乳幼児期と青少年期の支援で 42％，次に多いのが連帯と社会的参入支




























26 あり，それらは，7 つの一般的家族運動と 19 の特殊な家族運動（例えば，知的障碍者と家族の
会，セツルメント運動団体，保育ママの団体など）に分けられる。7 つの一般的家族運動を，歴史
の古い順に並べてみると（括弧内は設立年と 2011 年時点での加入家族数），①カトリック家族団体
全国同盟（1905 年，1955 年に民主化，2.5 万家族），②フランス家族団体（1921 年，6 万家族），③
（14）　ちなみに，2005 年の予算は 2431 万ユーロである。
30 大原社会問題研究所雑誌　№746／2020.12
プロテスタント家族団体（1941 年，3500 家族），④農村家族全国連盟（1943 年，15 万家族），⑤家
族組合同盟（1946 年，3 万家族），⑥非宗教的家族団体全国会議（1967 年，2.1 万家族），⑦非宗教














上げた。それが発展して，1967 年に「女性家長組合連盟（fédération syndicale des femmes chefs 





親家族組合連盟（fédération syndicale des familles monoparentales ＝ FSFM）」に変更した（Friedli 
2015, Augustin 2013）。















　第 2 は，「ひとり親手当」（l’allocation de parent isolé ＝ API，1976 年）である。API は，ひと
り親になった時点で子どもが 3 歳未満の場合は子が 3 歳になるまでの間（API longue），また 3 歳













　1946 年の第 4 共和制憲法の前文で初めて男女平等がうたわれたが，現実には，ナポレオン民法
典の「家長」概念が存続し，妻が職業に就くためには夫の許可が必要であり，1920 年法により避
妊と中絶が禁止されていた（井上 2007：3）。この遅れた状況を変革する女性の運動は，1968 年の







あった。例えば，牧陽子は，この時期の 2 つの法律（1972 年の「家族状況を改善するための諸措
置法」と 1977 年の「親育児休暇法」）の議会審議過程を詳細に分析し，新旧の家族観のせめぎ合い





いように注意を促した，と記している（Veil 2007 ＝ 2011：153）。
























































設され，ひとり親手当（API）の受給者の多くが，API 受給期間終了後に RMI の受給者となった。














が，1990 年代半ばの家族給付部門の財政赤字問題のために紆余曲折を経て，ようやく 2004 年に，
上 記 の APE，AGED，AFEAMA を 再 編 整 理 あ る い は 一 部 拡 充 し， 就 業 自 由 選 択 手 当
























2002 年 家族の氏に関する法律（父方，母方，両方併記の選択可能に，2005 年施行）。
 父親休暇 14 日になる。
2004 年 社会保障財政法改正による家族手当の再編（「選択の自由」制度など）。







2020 年 7 月から家族手当金庫による養育費回収システムの強化。
アンダーラインはひとり親支援政策の改革。
出典：Vie publique 2018, Augustin 2013, 植野・林編 2007 より筆者作成
（18）　C. Martin も，戦後フランスの家族政策の発展を，家族主義から個人主義への変化と，普遍主義から選別主義






















雇用者に関する INSEE の最近の分析（Vie publique 2020 年 6 月）によれば，2017 年に女性の賃
金は男性より 28.5％低かった。この不平等は，学歴と職業キャリアの差異に依っている。しかしな
がら，1995 年から 2017 年までのフルタイム労働者の賃金の変化を見ると，2000 年以降，年に平均
0.4 ポイントずつ差が縮まってきた。そして，公務員では格差が 14％前後で持続しているが，民間
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